





















た2)0日本は労働基準法 (以下 ｢労基法｣とする)4条の存在を根拠に1967年にILO100号条約 (男女同





























の割合)は､4 %と前年より %ポイント上昇した｡その一方､男性の労働力率は､7 %で 8























































































る労働問題対策を強化している｡林弘子氏は､｢1999年 6月23日に制定 ･施行された 『男女共同参画
社会基本法｣】は､国連の主導に基づく 『ジェンダー主流化』の大きな流れに対応する最初の国内法で
あり､『性別により偏 りのない社会システムの構熟 】を施策体系の トップに置いている｣と述べてお
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